機密保持契約書
〇〇〇〇株式会社（以下、「甲」という。）とWINDLAB合同会社（以下、「乙」という。）とは、相互に開示する秘密情報の取扱いに関して、以下の通り本契約を締結する。
 
第1条（目的）
　１．甲および乙は、以下の目的（以下、「本目的」という。）により秘密情報を相互に開示するにあたり、本契約の規定に従って秘密情報を取扱うものとする。
　目的：甲乙間におけるコンサルティングに関する情報共有
　２．本契約において、「開示者」とは秘密情報を開示する本契約の当事者をいい、「受領者」とは開示者から秘密情報を受領する本契約の当事者をいう。
 
第２条（秘密情報の定義）
　１．本契約における秘密情報とは、開示者が本目的のために、以下の各号のいずれかの方法により受領者に開示する営業、技術、財産、組織他一切の情報をいう。
　①秘密である旨を明示した書面または電磁的記録媒体等の伝達手段により開示する方法
　②秘密である旨を明示して口頭で開示したうえ、開示後７日以内に当該情報が秘密である旨を明示した書面または電磁的記録媒体等の伝達手段により受領者に通知する方法

　２．前項の規定にかかわらず、受領者が以下のいずれかに該当することを証明することができる情報は、秘密情報に該当しないものとする。
　①開示者から開示を受けた時点で、既に公知の事実となっている情報
　②開示者から開示を受けた後に、受領者の責めによらず公知となった情報
　③開示者から開示を受けた時点で、受領者が既に正当に保有していた情報
　④開示者から開示を受けた後に、受領者が第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に取得した情報
　⑤受領者が秘密情報によらずに独自に開発した情報
　⑥法令の定めに基づきまたは権限のある官公庁等から開示の要求がなされた情報
　３．受領者は前項第６号に基づき、秘密情報を官公庁等へ開示する場合、可能な限り事前に開示者に対して、その旨を通知するものとする。
 
第３条（秘密保持）
　１．受領者は、事前に開示者の書面による承諾を得ることなく、第三者に対して、秘密情報を開示、漏洩、提供および本目的以外の用途で利用してはならないものとする。
　２．甲および乙は、事前に相手方の書面による承諾を得ることなく、第三者に対して、当事者間において本契約について検討ならびに交渉が行われている事実および本契約の内容を開示または漏洩してはならないものとする。

第４条（秘密情報の利用者）
　１．受領者は、本目的を遂行するため、事前に開示者の書面による承諾を得ることなく、必要最小限の役職員および従業員（嘱託等の非正規従業員を含む）ならびに法律上守秘義務が課せられている弁護士、公認会計士等の外部専門家（以下、「役職員等」という。）のみに秘密情報を開示し、利用させることができるものとする。ただし、受領者は役職員等に対して本契約と同等の義務を課すものとし、役職員等に秘密情報の漏洩防止およびその結果について全責任を負うものとする。
　２．受領者は、本目的を遂行するため、事前に開示者の書面による承諾を得たうえで、第三者（以下、「再委託先」という。）に対して、秘密情報を開示し、利用させることができるものとする。ただし、受領者は再委託先が十分な情報管理水準を有することを確認したうえで、当該再委託先に対して本契約と同等以上の義務を課すものとし、再委託先による秘密情報の漏洩防止およびその結果について全責任を負うものとする。
 
第５条（秘密情報の管理）
　１．受領者は、秘密情報について不正アクセス、漏洩、紛失、破壊、改ざん等を防止するため、本契約に定めるほか、自己の情報を管理するのと同等以上の善良なる管理者の注意義務をもって適切に管理するものとする。
　２．受領者は、秘密情報をコンピューターで取扱う場合、当該コンピューターにコンピューターウイルスの侵入を防止するための適切な措置を講じるものとする。
　３．受領者は、ファイル交換ソフトをインストールしたコンピューターまたは役職員等の私有パソコンを使用して秘密情報を取扱わないものとする。
　４．受領者は、秘密情報の漏洩を防止するため、施錠保管、入室管理、暗号化、パスワード等の情報管理体制を講じるものとする。
 
第６条（管理体制の調査）
　１．開示者は、受領者に対して事前に通知したうえ、受領者および再委託先の事業所を訪問し、秘密情報の管理体制を調査することができるものとする。この場合、受領者は、合理的な範囲内でこれに協力するものとする。
　２．受領者は、前項の結果、開示者より秘密情報の管理体制に関して改善要請を受けた場合、合理的な範囲内でこれに応じるものとする。
 
第７条（知的財産権の取扱い）
　１．受領者は、開示者から開示を受けた秘密情報に基づき、発明、考案、ノウハウ等の技術的成果を得るに至った場合は、ただちにその旨を開示者に報告するものとする。
　２．前項の技術的成果に係る一切の知的財産権の帰属および取扱いについては、甲乙別途協議のうえ、これを決定するものとする。
 
第８条（免責）
　１．開示者は、受領者に対して、秘密情報を現状のまま開示するものとし、その内容の正確性、信頼性および第三者の知的財産権の非侵害性について、明示的にも黙示的にも、何らの保証を行わないものとする。
　２．本契約は、開示者の受領者に対する秘密情報の開示を義務づけるものではないものとする。
　３．開示者は、受領者が秘密情報を利用したことにより生じた損害について、いかなる責も負わないものとする。
　４．本契約は、開示者が受領者に対して、本契約において定める以外の権利を付与するものではなく、知的財産権その他の権利の使用権または実施権を許諾するものではないものとする。
 
第９条（複製および改変）
　１．受領者は、本目的に必要最小限の範囲を超えて、秘密情報を複製または改変してはならないものとする。
　２．受領者は、秘密情報の複製物および改変物を秘密情報と同一のものとして取扱うものとする。
 
第１０条（返還または破棄）
　１．受領者は、以下の各号のいずれかに該当する場合、開示者に対して、秘密情報（複製物および改変物ならびに再委託先の保有分を含む）を返還または破棄するものとする。
　①本目的が達成または本契約が終了した場合
　②開示者が受領者に対して秘密情報の返還または破棄を要求した場合
　２．前項の秘密情報の破棄とは、以下のいずれかの方法による処分を意味するものとする。ただし、開示者より別段の指示がある場合は、それに従うものとする。
　①秘密情報が書面等に記録されている場合
　　裁断、溶解等により秘密情報を判読不明な状態にすること
　②秘密情報が電磁的記録媒体に記録されている場合
　　秘密情報を記録する電磁データ部分について、完全消去または物理的破壊を行うことにより復元不可能な状態にすること
　３．受領者は、前項に基づき秘密情報を破棄した場合、開示者の養成があるときは、開示者に対して、遅滞なく当該処分を称する書面を交付するものとする。
 
第１１条（事故）
　１．受領者は、自らもしくは役職員等または再委託先において、秘密情報に関する本目的以外の利用、紛失、破壊、改ざん、漏洩または不正アクセス等の事故が発生した場合、またはそのおそれがあると認められる場合（以下、これらを「本事故」という。）、ただちに開示者に対して、本事故の概要を報告するとともに、開示者の指示に基づき、必要かつ適切な対応措置を実施するものとする。
　２．受領者は、前項の対応措置を講じた後、ただちに開示者に対して、本事故に関する原因、結果、再発防止等が記載された報告書を提出するものとする。
　３．受領者は、本事故の発生の有無を問わず、開示者より秘密情報の利用停止に関する要請を受けた場合、秘密情報を利用してはならないものとする。
 
第１２条（損害賠償）
　受領者は、本契約の違反によって開示者に損害を与えた場合、開示者に対して、当該損害（第三者に対する損害賠償金を含む）を賠償する責任を負うものとする。
 
第１３条（権利義務の譲渡禁止）
　甲および乙は、事前に相手方の書面による承諾を得ることなく、本契約に定める自らの権利または義務を第三者に譲渡してはならないものとする。
 
第１４条（反社会的勢力の排除）
　甲および乙は、事故およびその代表者、責任者、その他実質的な経営権を有する者が次の各号に定める自由のいずれにも反しないことを表明し、保証する。
　①暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋、その他の反社会的勢力（以下、これらを総省して「反社会的勢力」という。）に属しないこと
　②反社会的勢力が経営に実質的に関与していないこと
　③反社会的勢力に対して、資金、利益等を提供し、または便宜を図るなどの関与をしていないこと
　④反社会的勢力との間に、社会的に避難されるべき関係を有していないこと
　⑤自らまたは第三者を利用して、相手方または相手方の関係者に対し、詐術、暴力的行為または脅迫的言辞を用いないこと
 
第１５条（有効期限）
　１．本契約の有効期限は、本契約締結日から〇年間有効に存続するものとする。ただし、期間満了の〇か月前までに甲または乙により相手方に対して書面による解約の申し出がない場合、本契約と同一条件でさらに１年間継続し、以後も同様とする。
　２．本契約が終了した場合でも、第３条（秘密保持）ないし第１４条（反社会的勢力の排除）に定める義務は本契約の終了後１０年間、第１６条（準拠法および管轄裁判所）については対象となる事項が存続する間、有効に存続するものとする。
 
第１６条（準拠法および管轄裁判所）
　本契約は、日本法を準拠法とし、日本法に従って解釈されるものとする。本契約の履行および解釈に関して紛争が生じたときは、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
 
第１７条（協議事項）
　本契約に規定されていない事項および記載事項に疑義が生じた場合には、甲および乙は、誠意をもって協議のうえ、その取扱いを決定するものとする。
 
　本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名捺印のうえ、各１通を保有する。
 
〇〇〇〇年〇〇月○○日
 
甲：○○県○○市○○区○丁〇〇番○○号　　
〇〇〇〇株式会社　　　　　　　　　　　
代表取締役　○○○○

乙：東京都杉並区善福寺２丁目３０番８号３２２
WINDLAB合同会社
代表社員　佐藤　浩義

